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〇位置図                       〇地区の特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○社会環境 （小数点第一位以下の四捨五入により合計が合わないことがある。） 

人
口
動
態
（人
） 

 男 性 女 性 

建
物
現
況
（棟
） 

合    計 1,377  

総 人 口 2,274 2,194 木造(～1980) 251  

00 ～ 04 歳 102 94 木造(1981～) 899  

05 ～ 14 歳 201 189 非木造(～1980) 26  

15 ～ 64 歳 1,470 1,349 非木造(1981～) 201  

65 ～ 84 歳 459 484  

85 歳 以 上 42 78  建物構成 

人  口  密  度 8,744(人/km2) 

土
地
利
用
（

)  

地 区 総 面 積 51.2 

総  世  帯  数 1,941世帯 公  共  用  地 5.7 農  業  用  地 3.4 

高  齢  化  率 23.8% 住  宅  用  地 20.7 森 林 水 面 等 0.0 

高齢者夫婦世帯率※ 11.2% 商  業  用  地 5.5 道 路 ・ 鉄 道 9.9 

高齢者単身世帯率※ 8.6% 工  業  用  地 0.8 公園等野外利用 5.2 

外  国  人  率※ 0.90%  

  

  

  

  

  

         

  

 年齢別人口割合 土地利用割合 

○防災上の特性 

・ ２丁目において、火災危険度、災害時活動困難度及び総合危険度が２となっているが、  

 地区全体として危険度は相対的に低い。  

・ 旧耐震基準の木造建物は地区全体の 18.2％と低い。  

   

○公共施設等 
・避難所/避難施設 

広域避難場所 なし 

一時避難場所 都立東大和高校 

避難所(収容人数) 都立東大和高校(968人)、中央公民館(579人) 

二次避難所 なし 

公園(1,000m2以上) なし 

・消防関係、救急・防災関係機関等 

消防署・消防出張所 なし 消防団詰所 なし 

主に震災時に使用する水利 都立東大和高校内(プール)、市役所駐車場内(防火水槽)等 

警察署・交番・駐在所 なし 

病院・医院 ２箇所(救急病院なし) 
公的施設等 
（学校避難所を除く） 

市役所、中央図書館、保健センター 

教育・福祉施設 
(上記の公的施設等を除く) 

のぞみ保育園、のぞみ保育園分園、ひが保育ママ 

すこやか病児病後児保育室、社会福祉協議会、シルバー人材センター 

精神障害者地域生活支援センターウエルカム 

備蓄倉庫･備蓄コンテナ ２箇所（市役所地下備蓄庫、市役所総務部倉庫） 

災害対策用指定井戸 なし 

給水拠点 なし 

防災行政無線(固定系) １箇所 

災害時ヘリポート なし 

○地域危険度（出典：東京都「地震に関する地域危険度測定調査（第 8 回）」平成 30 年 2 月） 
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  建物倒壊危険度 

 地盤特性（増幅率・液状化）と建
物量（棟数密度）と建物特性（構造・
築年代）を掛け合わせて測定。 

  火災危険度 

 出火の危険性（火気・電熱器等の
保有数、世帯数、地盤増幅率）と延
焼の危険性（棟数密度、建物構造、
広い道路・公園）を掛け合わせて測
定。 

  災害時活動困難度 

 活動有効空間不足率（幅員 4ｍ以
上の道路、公園等）と道路ネットワ
ーク密度不足率（外角道路につな
がる 6ｍ以上の道路）を掛け合わせ
て測定。 

  総合危険度 

 上記 3 つを考慮し評価。 

※東大和 70 地区

の順位と（）内は

東京都 5,177 町丁

目の順位 
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出典： 
土地利用現況 
（平成 29年） 

出典： 
住民基本台帳 
（令和元年 
12月31日現在） 

※出典：平成 27年国勢調査 

出典：平成 31年度固定資産課税台帳 
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市の行政・文化の中核的役割と、 

基盤整備が整った住宅地が立地するエリア 

 

市役所や図書館、公民館等が立地しており、市民に対す

る行政サービスや文化交流等の拠点となっている。 

地区内の河川 なし 

土砂災害警戒区域(急傾斜地の崩壊) なし 

土砂災害特別警戒区域(急傾斜地の崩壊) なし 
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〇防災マップ 
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【Reference／参考／참고】 

〇Tokyo Metropolitan Disaster    〇东京防灾地图    〇도쿄도 방재지도 

Prevention Map 

 

 

 

 

 

 


